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Ｑ　 まず尾上さんのご専門、ご関心事についてお伺いします。
私の専門は情報可視化で、人々の意思決定の支援に関心

があります。学部・修士時代はオペレーションズリサーチ
(OR) という、数学やコンピュータの技術を使って効率的な
意思決定などを支援する分野を学びました。その後、博士課
程で情報可視化の分野へ移ると同時に、ちょうど学生の受け
入れを開始したところだった京都大学「政策のための科学プ
ログラム」に第一期生として参加しました。

現在は情報可視化の中でも特に、ネットワークの可視化を
中心に研究を行なっています。世の中には、コンピュータの
ネットワーク以外にも様々なネットワークが存在していま
す。FacebookやTwitterなどのSNSにおける交友関係や、
論文の共著・引用関係、生化学反応の連鎖などがその代表的
な例です。それらのネットワーク構造を分析・可視化するこ
とは、意思決定の重要な材料にもなりますし、場合によって
は新たな科学的発見に繋がったりします。

Ｑ　 尾上さんが SciREX を通して行っている研究について、
もう少し具体的にお聞かせいただいてもいでしょうか。

もともと私は、コンピュータサイエンスの理論的な研究を
中心に行ってきました。一方で「政策のための科学」という
言葉に興味を持ってくださる方が多いこともあり、最近では
具体的な社会課題の解決に向けた研究に参画することも増え
てきました。今回は、現在私が携わっている社会と科学の関
係に関するネットワーク可視化の研究を二つご紹介します。

一つは、京都大学学際融合教育研究推進センターが実施し
ている「学術分野の文化比較大調査」というアンケートの結
果の分析です。社会課題の解決などを目的として、異分野融
合研究の重要性は近年益々高まっていますが、それらの全て
がうまくいっているとは言えない現状です。このアンケート
は、それぞれの学術分野の文化を相互理解することで、分野
横断的な研究を促進することを目的としています。アンケー
ト項目は、研究分野のキーワードと学問に対する価値観に関
する 91の項目を含んおり、例えば、研究の意義に関する質
問では、「学術的新発見こそにある（Yes or No）、「社会に
役立てこそである（Yes or No）」といった質問になります。
また、研究者に対して研究キーワードを５つ回答させ、研究
キーワードが一致する研究者同士を結ぶことでネットワーク
を構築し、そこからコミュニティを抽出しました。コミュニ
ティとは、ネットワーク分析の用語で、密集した部分ネット
ワークを指します。次に、学問に対する価値観に対して主成
分分析を行い、9つの文化指標を抽出しました。

図1は、その可視化結果です。ネットワーク上には共通し
たキーワードでつながったコミュニティがいくつか形成さ
れ、それぞれのコミュニティで文化指標に特徴が見られま
す。これにより、科研費の細目などで定義される既存の学
術分野とは異なった、研究者の実態に即した学術分野を定
義できる可能性を示唆しています。まだ調査は継続してい
ますので、興味を持たれた方は是非、https://survey2015.
symposium-hp.jp からご回答ください！

「データの可視化」を通じた政策の
意志決定に向けて

SciREXと研究者　政策科学の繋ぎ手たち
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もう一つの研究は、大規模な震災後の科学コミュニケー
ションについて、Twitterデータの解析を通じて、より良い情
報発信のあり方を考えるというものです。2011年の福島第
一原子力発電所事故の直後、低線量放射線の健康影響につい
て様々な情報が錯綜し、多くの住民が混乱に陥りました。当
時、Twitter などのインターネット上でも科学的な根拠に基
づいた情報発信を行っていた専門家がいたのですが、それを
上回る量のデマに近いような情報に押し流されてしまいまし
た。そのような背景のもと、放射線などに関連したキーワー
ドを含む約1億件のツイートデータを手に入れ、有効な科学
コミュニケーションについて検討しています。

図2は、そのデータの可視化結果の一例です。可視化結果
から、情報拡散において少数のインフルエンサーが大きな影
響を持っており、なおかつ、それらのインフルエンサーはい
くつかのグループに分断され、グループ間の情報の行き来が
非常に少ないことが明らかになりました。自分のようなコン
ピュータサイエンスの専門家だけではなく、疫学者や放射線
物理学者、福島県の病院に勤めている医者といった分野横断
的なグループで研究に取り組んでいます。それらのデータの
可視化を通じて、共同研究者らが事故当時に感じていた問題
意識がデータによって裏付けられるようになってきました。

Ｑ　「意思決定支援技術」の政策決定への有用性
初期のOR(Operations Research)研究 ［1］は、第二次世界大

戦当時の軍事的関心から行われていましたが、研究が進み、政
策分野を含む様々な意思決定の問題が取り扱われるようにな
りました。政策分析では、AHP(Analytic Hierarchy Process:
階層分析法)やDEA（Data Envelopment Analysis：包絡分
析法）などのOR分野で研究された方法が用いられます。しか
しながら、多くの場合、理論上の最適な判断と現実に下される
判断の間にはギャップがあります。現実的な意思決定の問題で
も理論上の最適解を得られる場合は多いのですが、現実社会
ではそれを実行しようと思うと様々な障壁が出てきます。それ
は、複雑な現実社会に対して理論のモデルが単純すぎるとい
う要因も当然ありますが、最終的に意思決定を行う人間側のプ
ロセスの問題も小さくありません。どれだけ理論が優れていて
も、人が変わらなければ良い意思決定はできないのです。

データ可視化には人の行動変容を促すという側面がありま
す。効果的な意思決定を支援していくには、OR研究のよう
な理論的側面からだけでなく、意思決定を行う人間側からの
アプローチも必要であり、理論と意思決定の現実の間をつな
ぐのに重要な役割を果たせるのが、データの可視化ではない
かと考えています。一方で、同じデータだとしても伝え方に

SciREXと研究者　政策科学の繋ぎ手たち

「データの可視化」を通じた政策の意志決定に向けて

図 1学術分野の文化比較大調査アンケートの可視化結果
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よって人々の受け取り方は変わる点には注意が必要ですが。
近年では単にデータの分析結果を見るだけではなく、自分で
分析をして可視化図を作るといった参加型の可視化について
の研究も進んでおり、参加型の可視化では、そのテーマに
対してより当事者意識を持てるといったことも知られていま
す。最近注目されているAR(拡張現実)やVR(バーチャルリ
アリティ)を用いた没入型の可視化も、人々の行動変容によ
り大きな影響を持ちます。可視化方面でも様々な新しい技術

が登場しています。良いエビデンスが得られたとしても、そ
れで政策、延いては社会を動かしていくためには情報の提示
方法にもより一層の工夫が必要となっていくのではないで
しょうか。

［1］ 限られた資源を有効に利用して目的を最大限に達成するための意思

決定を、数学的・科学的に行う手法。

図 2 福島第一原子力発電所事故後のツイッターにおける情報拡散状況の可視化結果

23



vol.07, December. 2017

2016年度よりSciREX事業では、9つの重点課題を
設け、9つの研究プロジェクトを実施しています。本
号では、「地域における科学技術イノベーション政策」
に関する研究プロジェクトをご紹介します。

地域イノベーションの実現に向けた知識共有の基盤構築
このプロジェクトでは、地域における科学技術イノベー

ション政策の立案・実行に資するため、地域イノベーション
の事例情報を体系的に収集・分析しています。また、収集し
た事例情報を、九州大学の拠点が開発した「地域科学技術イ
ノベーション政策支援システム（RESIDENS）」に登録・蓄積
し、自治体が共有できるようにするとともに、自治体関係者
を対象とした政策研修プログラムの中で活用することを目指
しています。

なぜ、事例情報の蓄積・共有が重要なのか
我が国では1980年代以降、地域レベルでの多様な科学技

術振興施策が推進されてきましたが、それらの施策に対する
事業評価では、ネットワーク形成等に一定の効果が認められ
る一方、技術を事業化する主体が不在であることや、先端的
な技術を活かせる市場が未開拓であること等が課題として残
され、未だ政策目標とすべきアウトカムの達成に至っていな
いという厳しい指摘がなされてきました。こうした課題は、
これまでの施策を通じて各地域に蓄積されてきたイノベー
ションへの取組みに関する経験的知識から深く学習すること
によって効果的に解決できるのではないかと、私たちは考え
ています。しかし、各地域で取り組まれた科学技術政策やイ
ノベーションに関する詳細な事例情報を地域間で共有する仕
組みは、長らく存在していませんでした。

プロジェクトの課題と解決のためのアプローチ
こうした問題意識に立ち、自治体等の間で事例情報を

共有するための仕組みとして開発・提供したシステムが
RESIDENS です。しかし、このシステムが実際に政策形成
過程の中で活用され、定着していくためには、新たな課題に
対応しなければなりません。１つは、質の高いケース・スタ
ディを継続的に実施し、絶えず事例情報を更新することで
す。このため年度ごとに一橋大学の拠点では5件程度、九州

大学の拠点では2件程度のケース・スタディを実施し、事例
情報の更新に備えています。もう1つの課題は、地域科学技
術政策に関する定型的な情報の更新が自治体の自主的な取組
みに担われることを期して、システムのユーザー・コミュニ
ティを形成することです。このため九州大学の拠点では、コ
ミュニティのコアとなるユーザーの育成に向けて研修プログ
ラムの運用を進めています。

これまでの成果と今後の展望
昨年度、九州大学の拠点ではRESIDENS検索システムの更

新作業を、ユーザー・アンケートの結果等を踏まえて進めま
した。また、金沢で開催された産学官連携イベントなどの機
会に、試行的な研修プログラムを実施しました。本年度は、
データベースを更新するための大規模なベンチマーク調査を
実施する予定です。
一橋大学の拠点では、福島県・土湯の地熱発電、夕張市に

おけるズリ活用事業などのケース・スタディをまとめまし
た。また、昨年度末には「事例研究報告会」を開催し、進行
中の案件を含むケース・スタディの成果を発表しました。今
後は映像教材の作成も進め、ケース・スタディの成果は書籍
化する予定です。
両拠点は本年度以降、作成したケースの活用などを図るた

め一層密接に連携していきます。また、自治体をはじめとす
る行政との連携も益々強化していきたいと考えています。

プロジェクトのコンタクト先：a-nagata@econ.kyushu-u.ac.jp

 （文責：永田晃也、青島矢一）

地域イノベーションに資する事例研究と
科学技術政策支援システムの開発

SciREX　拠点間連携プロジェクト 3
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